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１
．
住
ま
い
の
質
の
向
上
・

無
理
の
な
い
負
担
で
の
住
宅

の
確
保

①
住
宅
取
得
等
資
金
に
係
る

贈
与
税
の
非
課
税
措
置
（
東

日
本
大
震
災
の
被
災
者
に
係

る
非
課
税
措
置
を
含
む
）
を

平
成
31
年
６
月
30
日
ま
で
延

長
す
る
と
と
も
に
、
非
課
税

枠
を
最
大
３
０
０
０
万
円
ま

で
拡
充
。

　

60
歳
未
満
の
親
か
ら
の
贈

与
に
つ
い
て
も
相
続
時
精
算

課
税
制
度
の
適
用
対
象
と
す

る
特
例
を
平
成
31
年
６
月
30

日
ま
で
延
長

②
平
成
27
年
10
月
に
予
定

さ
れ
て
い
た
消
費
税
率
10
％

へ
の
引
上
げ
が
１
年
半
延
期

さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
住
宅

ロ
ー
ン
減
税
、
す
ま
い
給
付

金
等
に
つ
い
て
、
そ
の
適
用

時
期
を
平
成
31
年
６
月
30
日

ま
で
１
年
半
延
伸

③
買
取
再
販
事
業
者
が
中
古

住
宅
を
買
取
り
し
、
住
宅
性

能
の
一
定
の
向
上
を
図
る

た
め
の
改
修
工
事
を
行
っ
た

後
、
住
宅
を
再
販
売
す
る
場

合
に
、
買
取
再
販
事
業
者
に

課
さ
れ
る
不
動
産
取
得
税
を

軽
減
す
る
特
例
措
置
の
創
設

（
２
年
間
）

④
空
家
の
除
却
・
適
正
管
理

を
促
進
す
る
た
め
、「
空
家

等
対
策
の
推
進
に
関
す
る
特

別
措
置
法
」（
平
成
26
年
法

律
第
１
２
７
号
）
の
規
定
に

基
づ
く
勧
告
を
受
け
た
特
定

空
家
等
に
係
る
敷
地
に
つ
い

て
、
固
定
資
産
税
等
の
特
例

措
置
（
人
の
居
住
の
用
に
供

す
る
家
屋
の
敷
地
に
適
用
さ

れ
る
住
宅
用
地
特
例
）
の
対

象
か
ら
除
外

⑤
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向

け
住
宅
供
給
促
進
税
制
の
延

長・
不
動
産
取
得
税
：
２
年

間
延
長
（
課
税
標
準
か
ら

１
２
０
０
万
円
控
除
等
（
床

面
積
30
㎡
以
上
））

・
固
定
資
産
税
：
２
年
間
延

長
（
新
築
後
５
年
間
、
市
町

村
が
条
例
で
定
め
る
割
合

（
２
／
３ 

を
参
酌
）を
減
額
）

⑥
住
宅
用
家
屋
の
所
有
権
の

保
存
登
記
等
に
係
る
登
録
免

許
税
の
特
例
措
置
（
保
存
登

記
：
本
則
０
・
４
％
→
０
・

15
％
、
移
転
登
記
：
本
則

２
％
→
０
・
３
％
等
）
の
２

年
間
延
長

都
市
の
競
争
力
・
魅
力

の
向
上

①
都
市
再
生
緊
急
整
備
地
域

及
び
特
定
都
市
再
生
緊
急
整

備
地
域
に
お
け
る
特
例
措
置

の
２
年
間
延
長

・
所
得
税
・
法
人
税
：
割
増

償
却
（
都
市
５
年
間
30
％
、

特
定
５
年
間
50
％
）

・
登
録
免
許
税
：
建
物
の

保
存
登
記
（
本
則
０
・
４
％

→
都
市
０
・
35
％
、
特
定

０
・
２
％
）

・
不
動
産
取
得
税
：
課
税
標

準
の
特
例
（
都
市
１
／
５
、

特
定
１
／
２
（
い
ず
れ
も
一

定
範
囲
内
に
お
い
て
都
道
府

県
の
条
例
で
定
め
る
場
合
に

は
そ
の
割
合
）
を
課
税
標
準

か
ら
控
除
）

・
固
定
資
産
税
等
：
課
税
標

準
の
特
例
（
課
税
標
準
を
市

町
村
の
条
例
で
定
め
る
割
合

（
都
市
３
／
５
、
特
定
１
／

２
を
参
酌
）
に
軽
減
、
い
ず

れ
も
５
年
間
）

①
長
期
保
有
（
10
年
超
）
の

土
地
等
を
譲
渡
し
、
新
た
に

事
業
用
資
産
（
土
地
、
貨
物

鉄
道
車
両
等
）
を
取
得
し
た

場
合
に
お
い
て
、
譲
渡
し

た
事
業
用
資
産
の
譲
渡
益
に

つ
い
て
圧
縮
記
帳
に
よ
る
課

税
の
繰
延
べ
を
認
め
る
買
換

特
例
措
置
に
つ
い
て
要
件
を

一
部
見
直
し
た
う
え
で
２
年

３
ヶ
月
間
延
長（
法
人
税
等
）

②
現
行
の
土
地
に
係
る
固
定

資
産
税
の
負
担
調
整
措
置
等

の
３
年
間
延
長

・
商
業
地
等
の
固
定
資
産
税

等
に
つ
い
て
、
現
行
の
据
置

特
例
を
維
持
し
た
上
で
、
課

税
標
準
額
を
評
価
額
の
60
～

70
％
の
範
囲
で
条
例
で
定
め

る
値
と
し
た
場
合
の
税
額
を

上
限
と
し
て
、
当
該
税
額
の

超
過
部
分
を
減
額
す
る
こ
と

を
可
能
と
す
る
措
置
等

③
土
地
等
に
係
る
流
通
税
の

特
例
措
置
の
延
長

・
土
地
の
所
有
権
移
転
登
記

等
に
係
る
登
録
免
許
税
の

特
例
措
置
（
本
則
２
％
→

１
・
５
％
等
）
の
２
年
間
延
長

・
宅
地
評
価
土
地
の
取
得
に

係
る
不
動
産
取
得
税
の
課
税

標
準
の
特
例
措
置（
１
／
２
）

の
３
年
間
延
長

・
土
地
・
住
宅
に
係
る
不
動

産
取
得
税
の
軽
減
税
率
（
本

則
４
％
→
３
％
）
の
３
年
間

延
長

④
Ｊ
リ
ー
ト
、
特
例
事
業
者

等
が
取
得
す
る
不
動
産
に
係

る
特
例
措
置
の
２
年
間
延

長
、
物
流
施
設
及
び
そ
の
敷

地
に
つ
い
て
適
用
対
象
を
拡

充（１
）
Ｊ
リ
ー
ト
及
び
Ｓ
Ｐ

Ｃ
が
取
得
す
る
不
動
産
に
係

る
特
例
措
置

・
登
録
免
許
税
：
移
転
登
記

（
本
則
２
％
→
１
・
３
％
）

・
不
動
産
取
得
税
：
課
税
標

準
：
３
／
５
控
除

（
２
）
特
例
事
業
者
が
不
動

産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
よ

り
取
得
す
る
不
動
産
に
係
る

特
例
措
置

・
登
録
免
許
税
：
移
転
登
記

（
本
則
２
％
→
１
・
３
％
）、

保
存
登
記
（
本
則
０
・
４
％

→
０
・
３
％
）

・
不
動
産
取
得
税
：
課
税
標

準
：
１
／
２
控
除

⑤
投
資
法
人
に
お
け
る
税
会

不
一
致
の
解
消
を
図
る
た

め
、
税
務
上
損
金
算
入
可
能

な
範
囲
を
拡
大
し
、
一
時
差

異
等
調
整
引
当
額
（
仮
称
）

を
設
定

　

平
成
26
年
12
月
30
日
、
自
民
党
・
公
明
党
は
与
党
政
策

責
任
者
会
議
に
お
い
て
「
平
成
27
年
度
税
制
改
正
大
綱
」

を
正
式
決
定
し
た
。
住
宅
取
得
等
資
金
に
係
る
贈
与
税
の

非
課
税
措
置
の
延
長
・
拡
大
等
が
盛
り
込
ま
れ
た
。

　

全
日
本
不
動
産
政
治
連
盟

は
１
月
31
日
、
岐
阜
グ
ラ
ン

ド
ホ
テ
ル
・
ロ
イ
ヤ
ル
シ
ア

タ
ー
に
お
い
て
、「
政
経
セ

ミ
ナ
ー
岐
阜
県
大
会
」
を
開

催
し
た
。
全
日
会
員
、
一
般

市
民
な
ど
４
２
０
名
が
参
加

し
た
。

　

は
じ
め
に
日
政
連
岐
阜
県

本
部
の
和
田
惶
本
部
長
と
浅

野
勝
史
副
本
部
長
が
挨
拶
。

続
い
て
林
直
清
会
長
か
ら

は
、
全
日
本
不
動
産
協
会
の

来
歴
と
沿
革
の
説
明
が
あ
っ

た
。

　

メ
イ
ン
講
師
の
作
家
・
竹

岐
阜
県
で
政
経
セ
ミ
ナ
ー

田
恒
泰
さ
ん
は
、「
日
本
は

な
ぜ
世
界
で
い
ち
ば
ん
人
気

が
あ
る
の
か
」
と
い
う
演
題

で
講
演
、
聴
衆
の
大
き
な
共

感
を
得
た
。
要
旨
は
以
下
の

と
お
り
。

　

日
本
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
世
界
第
３

位
の
経
済
大
国
。
人
口
１
億

ち
ょ
っ
と
、
資
源
ゼ
ロ
で
達

成
で
き
た
の
は
奇
跡
だ
。

　

日
本
人
古
来
の
精
神
性
は

「
も
の
づ
く
り
」。
日
本
は
旧

石
器
時
代
か
ら
も
の
づ
く
り

大
国
だ
。
世
界
で
一
番
古
い

磨
製
石
器
は
日
本
か
ら
出
土

し
て
い
る
。

　

仕
事
は
２
つ
に
わ
か
れ

る
。「
お
金
を
追
う
仕
事
」

と
「
お
金
が
付
い
て
く
る
仕

事
」。

　

日
本
人
が
世
界
か
ら
尊
敬

さ
れ
る
の
は
、
世
の
た
め
人

の
た
め
に
働
く
か
ら
。
お

金
が
得
ら
れ
れ
ば
幸
せ
と
は

限
ら
な
い
。
惜
し
ま
れ
な
が

ら
死
ん
で
い
く
の
が
一
番
幸

せ
。
世
の
た
め
、
人
の
た
め

に
生
き
た
か
ど
う
か
で
人
生

の
価
値
は
決
ま
る
。

　

次
に
、
衆
議
院
議
員
の
野

田
聖
子
さ
ん
が
登
壇
。
全
日

本
不
動
産
協
会
設
立
の
立
役

者
で
あ
り
、
祖
父
の
野
田
卯

一
元
建
設
大
臣
が
連
続
テ
レ

ビ
小
説
『
マ
ッ
サ
ン
』
の
主

人
公
・
竹
鶴
政
孝
氏
と
交
友

が
あ
っ
た
こ
と
な
ど
を
披
瀝

し
た
。

　

ま
た
今
後
の
目
標
と
し

て
、「
女
性
の
活
躍
」
と
「
観

光
・
農
業
の
発
展
」
を
挙
げ
、

関
ヶ
原
の
観
光
地
化
に
力
を

入
れ
る
こ
と
を
力
説
し
た
。

▶ 

講
演
す
る
竹
田
恒
泰
氏

質の高い住宅 左記以外の住宅（一般） 質の高い住宅 左記以外の住宅（一般）

平成26年（現行） 1,000万円 500万円

平成27年 1,500万円 1,000万円

平成28年１月～28年９月 1,200万円 700万円

平成28年10月～29年９月 3,000万円 2,500万円 1,200万円 700万円

平成29年10月～30年９月 1,500万円 1,000万円 1,000万円 500万円

平成30年10月～31年６月 1,200万円 700万円 800万円 300万円

契約年
消費税10％が適用される方 左記以外の方（※１）

１．住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置について、適用期限を平成 31 年６月 30 日
まで延長するとともに、以下のとおり拡充
（１）非課税限度額を以下のとおり拡充

（※１）消費税率８％の適用を受けて住宅を取得した方のほか、個人間売買により中古住宅を取得した方。

（２）「質の高い住宅」の範囲を以下のとおり拡充（下線部が変更点）

（現行）
①省エネルギー性の高い住宅（省エネルギー対策等級４）
②耐震性の高い住宅（耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）
２以上または免震建築物）
のいずれかの性能を満たす住宅

 （拡充後）
①省エネルギー性の高い住宅（断熱等性能等級４または一次エ
ネルギー消費量等級４）
②耐震性の高い住宅（耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）２以
上または免震建築物）
③バリアフリー性の高い住宅（高齢者等配慮対策等級３以上）
のいずれかの性能を満たす住宅

（３）本措置の適用対象となるリフォーム工事の範囲を拡充
現行の大規模増改築、耐震リフォーム等に加え、省エネ、バリアフリー、給排水管等のリフォームを追加

２．親の年齢が 60 歳未満であっても相続時精算課税制度を選択できる特例措置について、
適用期限を平成 31 年６月 30 日まで延長

野
田
聖
子
議
員

▶

Ⅰ
．
地
方
創
生
と

次
世
代
に
つ
な
げ

る
豊
か
な
暮
ら
し

の
実
現

Ⅱ
．
成
長
戦
略
の

推
進
・
日
本
経
済

の
再
生

・

不
動
産
市
場
の
活
性
化
等
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去
る
１
月
19
日
（
月
）
に

顧
問
議
員
と
の
意
見
交
換
会

を
実
施
し
ま
し
た
。
お
一
人

ず
つ
を
お
招
き
し
て
の
懇
談

会
は
、
過
去
に
随
時
開
催
し

　

近
年
、
国
民
の
政
治
離
れ

が
著
し
く
、
当
業
界
に
お
い

て
も
例
外
で
は
な
く
、
全
日

の
入
会
者
の
う
ち
、
政
治
連

盟
へ
の
入
会
を
敬
遠
さ
れ
る

方
々
も
少
な
く
な
い
状
況
と

な
っ
て
お
り
ま
す
。

　

入
会
に
至
ら
な
い
理
由
に

つ
い
て
は
、
政
治
離
れ
の
ほ

か
、「
政
治
連
盟
」
の
活
動

内
容
が
会
員
に
見
え
に
く

く
、
そ
の
必
要
性
に
疑
問
が

あ
る
な
ど
厳
し
い
意
見
も
寄

せ
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

　

日
政
連
活
動
は
、
公
明
正

大
か
つ
、
透
明
性
の
有
る
活

動
方
針
の
基
に
各
種
事
業
を

実
施
し
て
い
ま
す
が
、
個
々

事
業
へ
の
会
員
の
参
加
割

合
（
参
加
定
員
数
）
は
全
会

員
数
に
比
較
す
る
と
極
端
に

少
な
く
、
加
え
て
、
会
員
と

組
織
を
結
ぶ
「
情
報
の
共
有

化
」
方
策
が
希
薄
な
こ
と
が

こ
う
し
た
現
状
課
題
の
要
因

で
は
な
い
か
と
考
え
て
お
り

ま
す
。

　

こ
う
し
た
現
状
と
課
題
に

対
処
す
る
た
め
に
会
員
の
皆

様
が
何
を
求
め
、
そ
の
疑
問

や
要
望
に
応
え
る
た
め
に
は

ど
の
よ
う
に
す
べ
き
か
を
検

討
し
て
ま
い
り
ま
し
た
。

　

そ
の
結
果
、
①
会
員
に
対

す
る
日
政
連
事
業
を
い
か
に

発
信
し
周
知
を
図
る
か
、
②

会
員
が
求
め
て
い
る
事
業
、

す
な
わ
ち
会
員
本
位
の
身
近

な
事
業
を
見
出
し
早
期
に
実

行
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る

と
の
結
論
に
達
し
た
と
こ
ろ

で
あ
り
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
当
県
本
部
で

は
、
今
年
度
の
重
点
指
針
と

し
て
、①
広
報
活
動
の
充
実
、

②
組
織
基
盤
の
強
化
の
二
項

目
を
掲
げ
、
特
に
「
広
報
活

動
の
充
実
」
に
軸
足
を
お
い

て
各
種
事
業
に
積
極
的
に
取

り
組
ん
で
ま
い
り
ま
し
た
。

　

こ
れ
ま
で
実
施
し
た
事
業

に
つ
い
て
は
、
事
業
計
画
時

に
会
員
へ
の
参
加
案
内
を
発

信
す
る
も
の
の
、
参
加
が
叶

わ
な
か
っ
た
会
員
等
に
対
す

る
実
施
報
告
を
行
う
術
が
な

く
、
開
催
日
か
ら
月
日
が
大

き
く
経
過
し
た「
年
次
大
会
」

資
料
に
記
載
、
報
告
す
る
の

み
で
あ
り
、
ま
た
、
事
業
の

開
催
に
お
い
て
も
、
参
加
者

が
限
ら
れ
た
顔
ぶ
れ
で
あ
る

こ
と
か
ら
、
会
員
の
多
く
の

皆
様
方
は
、
事
業
内
容
や
活

動
状
況
が
ほ
と
ん
ど
認
識
さ

れ
て
い
な
か
っ
た
も
の
で
あ

り
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
こ
う
し
た
課
題

を
解
消
す
る
た
め
、
昨
年
12

月
に
「
日
政
連
神
奈
川
県
本

部
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
」
を
開
設

し
、
そ
の
事
業
内
容
と
状
況

に
つ
い
て
早
期
に
ご
報
告
を

す
る
と
と
も
に
、
参
加
が
出

来
な
か
っ
た
会
員
の
次
回
開

催
時
へ
の
参
加
意
識
を
図
っ

て
お
り
ま
す
。

　

本
誌
第
96
号
で
も
ご
紹
介

し
ま
し
た
が
、
こ
れ
ま
で
長

年
に
わ
た
り
毎
年
１
回
実
施

を
し
て
お
り
ま
す
「
政
経
懇

談
会
」
の
実
施
方
法
を
抜
本

的
に
見
直
し
、
よ
り
多
く
の

会
員
が
参
加
可
能
と
な
る
支

部
所
管
区
域
ご
と
の
「
地
域

政
経
懇
談
会
」
を
実
施
す
る

こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

　

前
年
ま
で
は
、
高
名
な
講

師
を
お
迎
え
し
、
格
調
高
い

講
演
会
を
催
し
て
い
た
と
こ

ろ
で
あ
り
ま
す
が
、
今
年
度

は
、
業
界
を
取
り
巻
く
地
域

行
政
課
題
等
に
つ
い
て
、
開

催
地
の
首
長
や
地
方
議
員
、

更
に
は
行
政
職
員
を
お
招
き

し
、
ご
説
明
を
い
た
だ
く
と

と
も
に
、
併
せ
て
出
席
会

員
と
の
意
見
交
換
会
を
行
う

な
ど
、
正
に
フ
ェ
イ
ス
ｔ
ｏ

フ
ェ
イ
ス
に
よ
る
事
業
の
実

施
方
法
に
改
正
い
た
し
ま
し

た
。
結
果
と
し
て
、
会
員
と

行
政
、
議
会
と
の
直
接
の
意

思
疎
通
が
図
ら
れ
る
な
ど
出

席
し
た
会
員
の
皆
様
に
は
満

足
し
て
い
た
だ
い
た
の
で
は

な
い
か
と
認
識
を
し
て
お
り

ま
す
。

　

特
に
、
こ
う
し
た
企
画
に

よ
り
、
こ
れ
ま
で
協
会
や
連

盟
主
催
の
研
修
会
等
へ
の

参
加
に
縁
遠
か
っ
た
会
員
の

方
々
と
協
会
の
距
離
が
よ
り

近
く
な
る
こ
と
が
将
来
の
協

会
運
営
に
大
き
な
成
果
と
な

る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
て

い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
事
業
運
営
を
継

続
的
に
実
施
す
る
こ
と
に
よ

り
、
会
員
の
皆
様
の
日
政
連

組
織
と
活
動
事
業
の
重
要
性

に
つ
い
て
評
価
を
い
た
だ
け

る
よ
う
一
層
の
努
力
を
す
る

と
と
も
に
、
会
員
の
皆
様
が

新
規
開
業
者
に
対
し
自
信
を

持
っ
て
日
政
連
へ
の
入
会
を

お
す
す
め
し
て
い
た
だ
け
る

こ
と
を
目
標
に
今
後
も
積
極

的
な
活
動
に
取
り
組
ん
で
ま

い
り
ま
す
。

会
員
参
加
型
の
身
近
な
事
業
活
動
へ
の
転
換

て
お
り
ま
し
た
が
、
こ
の
よ

う
な
形
で
行
っ
た
の
は
数
年

ぶ
り
で
し
た
。

　

当
日
は
宮
城
県
本
部
の
新

年
賀
詞
交
歓
会
開
始
の
１
時

間
半
前
で
、
顧
問
議
員
は
ご

来
賓
で
も
あ
る
の
で
好
都
合

か
と
思
い
ま
し
た
が
、
月
曜

日
の
設
定
は
反
省
材
料
で
し

た
。

　

さ
て
、
県
本
部
の
幹
事
・

監
査
役
・
事
務
局
長
の
14
名

と
、顧
問
の
国
会
議
員
４
名
・

宮
城
県
議
１
名
・
代
理
出
席

の
秘
書
３
名
（
オ
ブ
ザ
ー

バ
ー
）
22
名
が
揃
い
、
佐
藤

昌
市
政
策
委
員
長
の
司
会
で

意
見
交
換
会
が
始
ま
り
ま
し

た
。

　

予
め
議
題
を
通
知
し
て
い

た
訳
で
も
な
く
、
進
行
役
の

齋
藤
晋
本
部
長
か
ら
、
お
一

人
ず
つ
東
日
本
大
震
災
の
復

興
に
関
す
る
そ
れ
ぞ
れ
の
お

立
場
か
ら
の
取
り
組
み
や
思

い
を
お
聞
き
し
ま
し
た
。
西

村
明
弘
（
国
交
副
大
臣
・
復

興
副
大
臣
・
内
閣
府
副
大

臣
）・
伊
藤
信
太
郎
（
衆
議

院
復
興
特
別
委
員
長
）・
桜

井
充
（
参
議
院
復
興
特
別
委

員
長
）・
郡
和
子
（
元
復
興

大
臣
政
務
官
・
宮
城
復
興
局

長
）
の
４
氏
と
も
、
正
し
く

復
興
の
最
前
線
に
お
ら
れ
る

方
々
ば
か
り
で
す
。

　

宮
城
県
の
復
興
状
況
に
関

し
て
は
、「
が
れ
き
」
撤
去

は
順
調
に
進
ん
だ
も
の
の
、

復
興
公
営
住
宅
の
進
捗
状
況

が
い
ま
ひ
と
つ
鈍
い
こ
と
が

あ
げ
ら
れ
、
ま
た
、「
高
台

移
転
」
と
「
嵩
（
か
さ
）
上

げ
」
に
よ
る
住
宅
地
の
整
備

の
ス
ピ
ー
ド
化
に
尽
力
を
い

た
だ
い
て
い
る
こ
と
を
感
じ

ま
し
た
。

　

た
だ
、
地
元
の
漁
業
者
だ

け
で
な
く
、
住
民
が
反
対
し

て
い
る
防
潮
堤
の
高
さ
に
つ

い
て
は
、
や
む
を
得
な
い
判

断
で
あ
る
こ
と
を
認
識
し
ま

し
た
。
今
後
に
備
え
て
、
海

岸
近
く
に
一
時
避
難
場
所
に

も
適
応
す
る
高
台
（
大
き
な

築
山
・
公
園
）
を
整
備
す
る

こ
と
や
、
予
備
電
力
を
備
え

た
堅
固
な
ビ
ル
建
築
も
有
用

で
あ
る
と
の
認
識
で
一
致
し

ま
し
た
。

　

い
ず
れ
に
し
て
も
、
私
た

ち
は
「
未
曽
有
の
大
震
災
」

経
験
者
で
あ
る
こ
と
を
強
み

と
し
て
、
未
体
験
者
と
こ
れ

か
ら
生
ま
れ
て
く
る
子
ら
へ

こ
の
経
験
を
し
っ
か
り
伝
え

て
ゆ
く
立
場
に
あ
り
ま
す
。

今
後
の
防
災
に
も
し
っ
か
り

お
役
に
立
た
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。

　

一
部
に
は
大
震
災
を
契
機

と
捉
え
、
行
政
に
よ
っ
て
は

コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
化
を
進

め
よ
う
と
し
て
い
る
こ
と
、

全
国
的
な
問
題
と
な
っ
て
い

る
空
き
家
対
策
に
も
話
は
及

び
ま
し
た
。
私
ど
も
の
生
業

と
も
密
接
な
関
連
が
あ
り
、

中
古
住
宅
の
流
通
を
活
発
に

し
て
い
こ
う
と
し
て
い
る
時

で
も
あ
り
ま
す
。
有
効
な
結

び
つ
き
を
研
究
し
、
業
界
団

体
と
し
て
う
ま
く
マ
ッ
チ
ン

グ
で
き
る
よ
う
制
度
化
を
目

指
し
て
い
き
た
い
と
要
望
い

た
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
危
険
な
状
態
で
放

置
さ
れ
た
ま
ま
の
家
屋
に
つ

い
て
は
、
強
制
力
の
行
使

を
含
め
一
歩
前
進
し
ま
し
た

が
、
解
体
後
の
更
地
に
掛
か

る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
、

緩
和
措
置
な
ど
を
う
ま
く
採

り
入
れ
る
こ
と
は
で
き
な
い

も
の
か
と
い
う
こ
と
も
要
望

い
た
し
ま
し
た
。

　

更
に
、
人
口
減
少
に
歯
止

め
が
か
か
ら
な
い
現
状
（
東

北
六
県
で
は
年
間
６
～
７
万

人
の
減
少
）
と
、
大
都
市
一

極
集
中
（
東
京
都
は
毎
年
６

～
７
万
人
増
加
）
に
つ
い
て

お
聞
き
し
ま
し
た
。
そ
の
東

京
も
や
が
て
減
少
傾
向
に
至

る
推
計
も
報
告
さ
れ
て
お
り

ま
す
が
、
特
に
東
北
は
「
限

界
集
落
」
を
現
実
の
も
の
と

し
て
捉
え
て
行
か
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
こ
と
も
感
じ
ま
し

た
。

　

仙
台
市
内
で
暮
ら
し
て
い

る
と
若
い
人
た
ち
に
も
多
く

出
会
い
ま
す
が
、
少
し
離
れ

た
地
域
で
は
高
齢
者
ば
か
り

が
目
立
つ
と
こ
ろ
が
た
く
さ

ん
あ
り
ま
す
。
以
前
は
戦
後

数
年
に
多
く
出
生
し
た
、
い

わ
ゆ
る
「
団
塊
の
世
代
」
と

い
う
言
葉
が
今
や
「
少
子
高

齢
化
」に
と
っ
て
代
わ
ら
れ
、

人
口
減
少
が
続
い
て
お
り
抜

本
的
な
施
策
が
打
ち
出
せ
な

い
状
況
に
あ
り
ま
す
。（
ま

さ
か
少
子
化
大
臣
な
る
ポ
ス

ト
が
で
き
る
な
ど
と
は
思
い

も
よ
ら
ぬ
こ
と
で
し
た
。）

　

今
回
は
、
話
が
大
き
く
飛

躍
し
て
し
ま
い
ま
し
た
が
、

高
度
の
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
技

術
・
国
内
の
税
制
な
ど
の
要

因
で
の
海
外
進
出
で
、
雇
用

人
口
は
ど
ん
ど
ん
減
少
傾
向

に
あ
り
、
こ
れ
ら
の
相
関
関

係
も
含
め
て
の
さ
ま
ざ
ま
な

課
題
に
つ
い
て
話
が
弾
み
ま

し
た
。

　

先
生
方
に
し
て
も
特
に
頭

が
痛
い
問
題
で
あ
っ
た
に
違

い
あ
り
ま
せ
ん
。
未
婚
人
口

増
加
・
離
婚
増
加
・
一
人
っ

子
増
加
な
ど
は
夢
が
追
え
な

い
時
代
背
景
が
要
因
と
の
考

え
方
も
あ
り
ま
す
。

　

続
き
は
次
回
の
意
見
交
換

会
に
持
ち
越
し
ま
し
た
。

神
奈
川
県
本
部

顧問議員との意見交換会
宮城県本部

地方本部からの活動レポート

日
政
連
組
織
の

現
状
と
課
題

吉田雄人・横須賀市長の市政報告会

次
世
代
に
伝
え
る
使
命

人
口
減
少
へ
の
対
策
は

顧問議員との意見交換会

課
題
の
検
討

県
本
部
Ｈ
Ｐ
の
開
設

政
経
懇
談
会
の
開
催


